
３．歳出決算の概要                          

（１）歳出決算の概要 

１５年度の一般会計歳出決算額は、1兆3,2７8億6,100万円(対前年度0.3%増)となりました。 

歳出の増減の大きかった主な費目については以下の通りです。 

 

 ①総 務 費：土地開発公社の運営に対する貸付金を減額したことなどにより、171億 4,000万

円(対前年度▲16.2%)の減となっています。 

②福 祉 費：生活保護費の対象人員の増や特別養護老人ホーム及び保育所整備数の増などにより、

246億 9,400万円(対前年度10.3%)の増となっています。 

 ③環境事業費：金沢工場余熱利用施設の整備が 14年度で終了したことによる減、及び南本牧埋立

事業負担金の減などにより 93 億 6,500 万円(対前年度▲17.8%)の減となってい

ます。 

 ④都市計画費：16年 2月のみなとみらい線開業に向けて、みなとみらい線建設費補助金や横浜駅

整備事業費が増となったことなどにより、66 億 4,400 万円(対前年度 21.0%)の

増となっています。 

⑤教 育 費：小中学校整備費や日野養護学校移転整備の事業進捗に伴う減などにより、123 億

3,000万円(対前年度▲11.3%)の減となっています。 
 ⑥諸 支 出 金：市営地下鉄４号線整備に対する高速鉄道事業会計への繰出金や、戸塚駅前中央地区

土地区画整理事業に対する市街地開発事業費会計への繰出金の増などにより、149

億 7,600万円(対前年度7.1%)の増となっています。 

◇一般会計歳出費目別（款別）決算額の前年度対比             （単位：百万円、％） 

 15 年度決算①(構成比) 14 年度決算②（構成比） 増減①－② 増減率 

議会費 2,890( 0.2%) 2,941( 0.2%) ▲51 ▲1.7％
総務費 88,442( 6.7%) 105,582( 8.0%) ▲17,140 ▲16.2％
市民費 46,803( 3.5%) 48,042( 3.6%)    ▲1,239 ▲2.6％
福祉費 264,101(19.9%) 239,407(18.1%)     24,694 10.3％
衛生費 38,612( 2.9%) 38,607( 2.9%) 5 0.0％
環境保全費 7,615( 0.6%) 6,271( 0.5%) 1,344  21.4％
環境事業費 43,209( 3.3%) 52,574( 4.0%) ▲9,365 ▲17.8％
経済費 63,614( 4.8%) 59,000( 4.5%)      4,614 7.8％
緑政費 37,298( 2.8%) 42,949( 3.2%) ▲5,651 ▲13.2％
都市計画費 38,327( 2.9%) 31,683( 2.4%) 6,644 21.0％
道路費 92,553( 7.0%) 88,093( 6.6%)     4,460 5.1％
河川費 13,864( 1.0%) 13,768( 1.0%) 96 0.7％
港湾費 22,947( 1.7%) 26,396( 2.0%)    ▲3,449 ▲13.1％
建築費 26,676( 2.0%) 32,743( 2.5%) ▲6,067 ▲18.5％
消防費 38,475( 2.9%) 39,477( 3.0%) ▲1,002 ▲2.5％
教育費 97,064( 7.3%) 109,394( 8.3%) ▲12,330  ▲11.3％
公債費 180,463(13.6%) 177,445(13.4%)     3,018  1.7％
諸支出金 224,908(16.9%) 209,932(15.8%)     14,976 7.1％

歳出合計 1,327,861(100.0%) 1,324,304(100.0%) 3,557 0.3％
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（２）主要事業の決算 

１５年度における主な事業について、施策分野ごとに各事業 

の執行内容を、事業実施による効果を中心にご紹介します。 
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特別養護老人ホームの整備 【福祉局高齢施設課 TEL671-3661】 

（予算 100億6,100万円 ⇒ 決算 92億1,600万円）※次年度への繰越5億8,400万円

 ◆17 年度末までに、原則「要介護３」以上の方の入所待ち解消の目標に向けて、６か所が

新たに開所したほか、16 か所（改築２か所、増築２か所を含む）の整備をすすめ、入所

定員が 492 人分増えました。16 年 4 月現在で、要介護３以上の入所待ち高齢者数は、

4,510人となっています。 

なお、16年度は1,342人分の定員増を目指して整備をすすめています。 

 
特別養護老人ホーム入所定員の推移（整備計画を含む）
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｢特別養護老人ホーム入所申込受付センター｣の設置 

【福祉局高齢施設課 TEL671-3923】

（予算 400万円 ⇒ 決算 400万円） 

 ◆特別養護老人ホームの入所申込手続きの利便性・公平性等を確保す

るため、民間の(社)横浜市福祉事業経営者会が設置・運営する「特

別養護老人ホーム入所申込受付センター」の事業費の一部を助成

し、9,095件の受付実績がありました。 

 

 

  

 

 

 

高齢者緊急ショートステイの実施 【福祉局高齢施設課 TEL671-3923】 

（予算 2,900万円 ⇒ 決算 2,900万円） 

 ◆介護者の急病等により、緊急にショートステイを必要とする場合に備え、老人短期入所施

設に10床、介護老人保健施設に５床のショートステイ受入枠を確保し、その空床分に対

して助成を行い、211人の利用実績がありました。 
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介護保険事業の実施 【福祉局介護保険課 TEL671-4252】 

（保険給付費：予算 1,092億8,600万円 ⇒ 決算 1,076億2,200万円） 

 ◆在宅で介護を必要とする方へのホームヘルプ、デイサービスや、特別養護老人ホーム等

の施設に入所されている方に対する介護、機能訓練や療養上の世話等の施設サービスに

対して、自己負担分を除いた保険給付費を支出しました。 

  保険給付費は、概ね半額を 40 歳以上の被保険者の介護保険料でまかない、残りを国・

県・市で負担しています。15年度の横浜市の負担は約123億円となりました。 

横浜生活あんしんセンターの機能拡充 【福祉局地域福祉課 TEL671-4046】 

（予算 1億7,700万円 ⇒ 決算 1億7,700万円） 

 ◆判断能力が不十分な高齢者や障害者のための権利擁護に係わる相談や定期訪問等を行う「横

浜生活あんしんセンター」の地域展開を15年10月から全区で開始しました。その結果、

相談件数（初回）は前年度（845件）の約1.5倍の1,238件に増加しました。 

障害者の就労機会の拡大 【福祉局障害福祉課 TEL671-3597】 

（予算 １億8,800万円 ⇒ 決算 １億8,700万円） 

◆障害者地域就労援助センターにおいて、就労の相談や職場開拓を行い、就労を支援する

とともに、新たに、特例子会社設立支援など、障害者を雇用しようとする企業への支援

を実施しました。 

また、ふれあいショップ1か所の設置や、農業分野への就労を促進するための農業研修

を実施しました。 

 【実績】就労援助ｾﾝﾀｰの新規相談者182人 就労者80人 特例子会社設立支援2社

     ふれあいショップ 計17か所  農業研修生8人 農家等への就労者4人

鉄道駅舎エレベーター等の設置 

【福祉局福祉のまちづくり課 TEL671-3640】

（予算 8億1,100万円 ⇒ 決算 7億9,200万円） 

 ◆高齢者・障害者を含むすべての人が生活し、活動しやすいまちづく

りを推進するため、移動の拠点となる鉄道駅舎におけるエレベータ

ーの整備を行いました。 

①民営鉄道駅舎エレベーター等設置助成 10基 

ＪＲ横浜駅（根岸線）（１）、ＪＲ東神奈川駅（２）、ＪＲ東戸塚駅（１）、

ＪＲ本郷台駅（１）、相鉄瀬谷駅（２）、京急花月園前駅（３） 

②市営地下鉄既存駅舎エレベーター等整備 ７基 

高島町駅（２）、吉野町駅（２）は整備（平成 1６年度完成予定）、 

港南中央駅（３）は設計        ※（ ）内の数字は設置数 
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精神障害者生活訓練施設（援護寮）整備費の助成 【衛生局精神保健福祉課 TEL671-3821】

（予算 1億9,100万円 ⇒ 決算 1億7,600万円） 

◆長期入院患者の方などが、退院後自立した生活ができるよう援助するため、旭区に利用定

員数が30人の生活訓練施設を整備しました。 

また、同施設には利用定員数３人のショートステイ施設を併設しました。 

精神科救急医療対策の充実 【衛生局精神保健福祉課 TEL671-3935】 

（予算 2億4,300万円 ⇒ 決算 2億1,400万円） 

◆土曜日・日曜日の二次救急医療について、精神科救急医療情報窓口などの対応時間を、従

来の８時30分～22時までから、24時間対応に拡充しました。その結果、新たに拡充し

た22時以降の深夜帯に、117件の相談に対応することができました。 

障害者地域活動ホームの設置 【福祉局障害施設課 TEL671-3560】 

（予算 12億1,300万円 ⇒ 決算 12億1,300万円） 

 ◆「泉地域活動ホームかがやき」、「金沢地域活動ホームりんごの森」が開所したほか、３区（南・

保土ケ谷・磯子）で工事をすすめ、４区（神奈川・緑・戸塚・瀬谷）で設計等を行いました。

障害児･者施設の整備 【福祉局障害施設課 TEL671-3560】 

（予算 26億4,300万円 ⇒ 決算 26億800万円） 

 ◆心身障害児総合通園センター「東部地域療育センター」、知的障害者通所更生施設「ポルト

能見台」、重度重複障害者通所施設「みどりの家」が開所したほか、知的障害者入所更生施

設「ソイル栄（仮称）」など５施設について設計等を行いました。 

地域ケアプラザの整備 【福祉局福祉のまちづくり課 TEL671-3613】 

（予算 18億7,700万円 ⇒ 決算 18億4,700万円） 

◆市民の誰もが住み慣れた地域で安心して生活できるように、地域ケアプラザを７か所（新規

１か所、継続６か所）整備するとともに、５か所の設計を行いました。 

※15年度開所施設：本牧和田、滝頭、鴨志田、下倉田 

 

 

 

子ども・教育 

 

 

 

 

 

 

２４時間型緊急一時保育の実施 

【子育て支援事業本部子育て施設活用・整備課 TEL671-4154】

（予算 1,900万円 ⇒ 決算 1,900万円） 

◆15年４月１日から「あおぞら保育園（神奈川区）」で事業を実

施しました。 

【利用実績】1,091件 5,734時間 
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保育所の整備 【子育て支援事業本部子育て施設活用・整備課 TEL671-4154】 

（予算 63億5,400万円 ⇒ 決算 60億8,500万円）※次年度への繰越額２億１,700万円

◆15年度からの３か年計画で待機児童の解消に向けて、認可保育所の整備をすすめ、22か

所の新設等により1,706人の定員枠の拡大を図りました。16年4月現在で待機児童数は

1,190人となっています。 

なお、16年度は2,810人分の定員増を目指して整備をすすめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育所定員の推移（整備計画を含む）
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(単位：人)

20,000

まちの教育力の支援（土曜塾） 

            【教育委員会事務局生涯学習課 TEL671-3236】

（予算 300万円 ⇒ 決算 100万円） 

◆土曜日などに学校を使って、地域ボランティアの方々の知識や技術を

活かし、児童・生徒に多様な学びの機会を提供する事業を対象として、

市民団体に対し助成を行いました。 

８区18事業で延べ3,000人を超える参加がありました。 

学校二学期制の試行 【教育委員会事務局小中学校教育課 TEL671-3233】 

（予算 200万円 ⇒ 決算 200万円） 

◆小学校 29 校、中学校 24 校、盲・ろう・養護学校６校で学校二学期制を試行し、授業時

間数の増加に伴う教育活動や、学校の特色づくりの一層の推進、多様な教育相談活動の充

実などの効果がありました。 

16 年４月現在、市立学校 521 校中 506 校（約 97％）で学校二学期制を導入していま

す。 

横浜保育室の設置 【福祉局保育運営課 TEL671-2427】 

（予算 45億9,300万円 ⇒ 決算 45億9,300万円） 

◆本市独自の基準を満たす認可外保育施設(17 施設)を新たに横浜保育室として認定するな

ど、379 人の定員枠の拡大を行い、待機児童の解消や多様な保育ニーズへの対応を図りま

した。 ※16年３月3１日現在 136施設（定員4,232人） 
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障害児の学校生活の支援 【教育委員会事務局障害児教育課  TEL671-3956】 

（予算 6,200万円 ⇒ 決算 4,100万円） 

◆小・中学校に在籍する障害児の保護者が行う校内生活・登下校等の介助や、盲・ろう・養護

学校に在籍する児童生徒の通学介助を支援するため、学校生活支援員を配置し、保護者負担

の軽減を図りました。 

※学校生活支援員配置数 小・中学校492人 盲・ろう・養護学校135人 

小学校新入生への支援 【教育委員会事務局教職員人事課 TEL671-3226】 

（予算 1,500万円 ⇒ 決算 1,900万円） 

 ◆集団教育の場になじめない児童が在籍するなど、教員１人では対応が困難な１年生の学級を

サポートするため、12校に非常勤講師（各校１人）を配置しました。これにより、児童一

人ひとりに対して、よりきめ細かな指導ができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報教育の推進 【教育委員会事務局情報教育課 TEL671-3710】

（予算 11億1,700万円 ⇒ 決算 10億1,900万円） 

◆市立学校に学習用コンピュータの整備をすすめるとともに、高

速回線に対応した教育用の新システムを開発し、183 校に光

ファイバ網を設置しました。 

また、小学校20校、中学校10校に校内LANを整備し、子

どもたちの情報活用能力を育成するための学習環境を整えま

したが、それにあたり、保護者などの地域ボランティアと協力

することで、学校と地域との連携を強めることができました。

  

 

 

 

 

 

 

小児医療費の助成 【福祉局医療援助課 TEL671-4115】 

（予算 49億9,200万円 ⇒ 決算 48億1,900万円） 

◆安心して子どもを育てる環境づくりのひとつとして、中学卒業までの入院及び４歳児までの

通院にかかる保険診療の自己負担分などを助成しました。 

なお、16年１月からは通院助成を５歳児までに拡大しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

小･中学校校舎等の整備 

    【教育委員会事務局施設管理課 TEL671-3230】

（予算 55億1,700万円 ⇒ 決算 55億1,400万円） 

◆児童･生徒の増加による過大規模校を解消するため、山下みど

り台小学校を建設し、16年４月に開校しました。 

また、17 年４月の開校に向け、東山田中学校の整備をすすめ

るとともに、教育環境の向上のため、校舎等の増改築を実施し

ました。 
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ごみ・環境 

 

 

 

 

 

 

 

「ヨコハマはＧ３０」の推進 【環境事業局ごみゼロ推進課 TEL671-2530】 

（予算 7,000万円 ⇒ 決算 7,000万円） 

 ◆中期政策プラン及び横浜Ｇ30 プランで定める 30％の減量化目標を達成するため、各区・

地域のＧ30推進組織等を支援するとともに、市民・事業者によるごみの分別・リサイクル

を推進するため、様々な媒体を利用して普及啓発を行いました。 

 
ごみ排出量の推移
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分別収集の拡大 【環境事業局分別推進担当 TEL671-3819】 

（予算 1億7,600万円 ⇒ 決算 1億2,100万円） 

 ◆15年10月から、各区のモデル地区(各区約2,200世帯、合計約４万世帯)で｢プラスチッ

ク製容器包装｣｢古紙｣｢古布｣｢燃えないごみ｣｢スプレー缶｣を追加して、10 分別 15 品目の

分別収集・中間処理等を実施しました。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

太陽光発電の率先導入 【環境保全局温暖化対策担当 TEL671-4103】

（予算 9,000万円 ⇒ 決算 8,500万円） 

 ◆市民に地球温暖化問題について広く認識してもらうとともに、太陽

光エネルギーの活用を推進するため、市内６か所に合計100基の

ソーラー・省エネ照明灯を設置しました。 

また、上屋付きバス停８か所に、太陽光を利用した照明設備を設置

しました。 

その結果、スギの木が1年間に呼吸する二酸化炭素量の141本分

に相当する、年間約２トンの二酸化炭素排出抑制につながりまし

た。 
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ISO14001 認証の取得 【環境保全局環境にやさしいまちづくり課 TEL671-4107】 

（予算 1,500万円 ⇒ 決算 500万円） 

 ◆環境に配慮した事業活動を展開するため、国際規格の「ＩＳＯ１４００１」に基づく、環境

マネジメントシステムを構築し、15年12月から、市役所及び全区役所において、このシ

ステムに基づく運用を開始しました。 

 

 

 

 

 

 

 

すず風舗装の推進 【道路局維持課 TEL671-2782】 

（予算 3億円 ⇒ 決算 2億8,600万円） 

◆ヒートアイランド対策の取組のひとつとしてすすめている「すず風舗装整備事業」による保

水性舗装工事を６路線で約 2,150ｍ実施しました。これにより、気温が 30℃を越えた日

の舗装の温度測定によると、通常舗装に対し保水性舗装は約７℃～16℃低減しました。 

 

 

 

 

 

 

 

低公害車の普及促進 【環境保全局交通環境対策課 TEL671-2492】 

（予算 43億1,000万円 ⇒ 決算 30億2,300万円） 

◆民間バス・トラックの粒子状物質減少装置（9,715台）及び低公害車導入（151台）の助

成、超低排出ガスのごみ収集車導入（10 台）、天然ガス車の市営バス導入（10 台）、トラ

ックの低公害車買替への利子補給等（1,300台・神奈川県と協調）を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

生ごみコンポスト化の推進 【環境事業局家庭系ごみ対策課 TEL671-2553】 

（予算 7,400万円 ⇒ 決算 6,300万円） 

 ◆家庭から排出される生ごみの減量・リサイクルを促進するため、生ごみコンポスト容器

（599基）と 家庭用電気式生ごみ処理機（1,003基）について購入助成を実施しました。

また、小学校から排出される生ごみの減量・リサイクルを促進するため、生ごみ処理機を

16校に設置しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民による里山育成事業 【緑政局緑政課 TEL671-2624】 

（予算 600万円 ⇒ 決算 700万円） 

◆市民との協働による森づくり活動をすすめるため、森づくりに関する

技術講座及び計画づくりの研修会等を開催（延べ参加者数 200 人）

しました。 
また、森づくりに関する情報を発信するためにシンポジウム、里山情

報ステーションなどを開催し、森づくりボランティアの拡大（8団体・

400人増）とスキルアップを図りました。 
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屋上緑化の推進 【緑政局緑化推進課 TEL671-2653】 

【環境保全局環境科学研究所 TEL752-2605】 

（予算 2,100万円 ⇒ 決算 2,100万円） 

◆屋上緑化を推進するため、既存公共施設のモデル緑化として、港北区役所の屋上500㎡を

市民ボランティアと協働で緑化しました。 

さらに、ヒートアイランド対策として、温度低減効果測定及び広報啓発のための温度表示

を行いました。 

資源デポの整備 【環境事業局家庭系ごみ対策課 TEL671-3817】 

（予算 7,400万円 ⇒ 決算 7,400万円） 

 ◆市民がいつでも紙類や布類などを持ち込める回収拠点として、公共施設等への資源回収ボッ

クスの設置を全区 100 か所に拡大し、港南資源回収センターとあわせて約 1,300 トンの

資源を回収しました。 

 

 

 

経済・雇用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜ベンチャープロモーションの推進 

【横浜プロモーション推進事業本部創業・ベンチャープロモーション課 TEL671-3828】

（予算 2,000万円 ⇒ 決算 2,000万円） 

◆多くの起業家に横浜で創業していただけるよう、市長がトップセールスを行う「横浜ベン

チャーフォーラム」を、東京と大阪で各1回開催（計648人参加）しました。 

また、横浜市の創業・ベンチャー企業支援策の説明会を市内で２回開催（計147人参加）

するなど、横浜で創業するメリットや横浜市の支援策のPRを積極的に行いました。 

15年度には、横浜市の支援策を活用して、172社が横浜に新規立地しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

京浜臨海部の活性化促進 【経済局京浜臨海部立地調整課 TEL671-2590】

（予算 9,100万円 ⇒ 決算 9,100万円） 

◆京浜臨海部の活性化を図るため、国の構造改革特区を活用した規制緩

和をすすめるとともに、15年度に創設した助成制度により、８社の

企業立地が実現しました。 

また、理化学研究所横浜研究所を核とした横浜サイエンスフロンティ

ア（鶴見区末広町地区）の整備や、横浜新技術創造館（ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾍﾞﾝ

ﾁｬｰﾌﾟﾗｻﾞ）２期の建設に向けた検討を行いました。 
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コミュニティビジネスの促進 【横浜プロモーション推進事業本部創業・

ベンチャープロモーション課 TEL671-4235】 

（予算 800万円 ⇒ 決算 700万円） 

◆15 年 10 月に、(財)横浜産業振興公社に総合相談窓口等を開設する

とともに、PR のためのシンポジウム（250 人参加）や起業のノウ

ハウを学ぶセミナー（168 人参加）を開催することにより、横浜で

の起業促進を図りました。 

中小企業等への金融対策 【経済局経営金融課 TEL671-2592】 

（予算 548億1,600万円 ⇒ 決算 547億8,700万円） 

 ◆中小企業等への融資実績総額は、786億円（5,725件）となりました。 

15年度の特徴としては、これまでの「新規開業資金」の対象要件を拡充し、新たなビジネ

スプランによる創業への支援を加えた「創業ベンチャー促進資金」を創設しました。 

その結果、融資実績が152件、11 億 2,000 万円となり、前年度の新規開業資金に比べ

て件数・融資額とも約３倍に増加しました。 

交流特区への企業立地促進 【経済局誘致促進課 TEL671-3837】 

（予算 3,300万円 ⇒ 決算 4,600万円） 

◆市外から横浜都心又は新横浜都心へ初進出する特定産業分野の企業に対して、進出にかかる

経費の一部を助成し、9社の本社機能立地を含む16社の企業が新たに横浜に進出しました。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集客都市プロモーションの推進 

【横浜プロモーション推進事業本部集客都市プロモーション課 TEL671-2596】

（予算 2,000万円 ⇒ 決算 2,000万円） 

◆横浜の個性・魅力の積極的な発信と、国際的な集客都市づくりを目指し、観光・コンベン

ションに携わる民間業者等が相互に連携するための「横浜観光プロモーションフォーラム」

を立ち上げました。 

フォーラムでは、横浜への来訪者を増やす事業として 13 事業を認定（応募 31 件）し、

支援を行いました。このうち「横浜の旅行商品造成事業」では旅行会社との連携により、

約13,000人の集客増を実現しました。 

ライブタウン整備の実施 【経済局商業・サービス業課 TEL671-3488】 

（予算 2億7,500万円 ⇒ 決算 2億6,700万円） 

 ◆藤棚一番街、元町エスエス会、横浜中華街大通り商店街、上大岡中央商店街でカラー舗装や

アーケード改築などの買物環境の整備・充実を目的とした商業基盤施設の整備を行いまし

た。商店街の安全性・快適性が増すことで、街の魅力や集客の向上につながるなどの効果が

ありました。 
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スーパー中枢港湾の拠点整備 

  【港湾局建設課 TEL671-7304 施設課 TEL671-7317】

（予算 44億6,200万円 ⇒ 決算 44億800万円） 

 ◆スーパー中枢港湾の中核施設である次世代高規格コンテナターミナ

ルとして、最新鋭の大型ガントリークレーン３基の建造や背後ヤー

ドの地盤改良など本牧ふ頭ＢＣ突堤間の整備をすすめました。 

これにより横浜港のコンテナ貨物取扱能力が向上するとともに、国

際基幹航路に就航している超大型コンテナ船の寄航の促進が期待さ

れます。 

 

 

 

文化・地域活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民活動との協働と支援の推進 【市民協働推進事業本部協働推進課 TEL671-3624】 

（予算 １億5,500万円 ⇒決算 1億5,200万円） 

◆市民と行政が共有する協働推進のルールとして、基本指針を策定するため、「協働推進の基

本指針＜第一次案（骨子）＞」を作成、発表しました。 

また、「コラボレーションフォーラム・横浜」を開催し、「開港 150 周年に向けた協働の都

市づくり」をテーマにパネルディスカッション及び市民活動関係者と協働で分科会を実施し

ました。（総参加者数約1,600人） 

身近なまちのルールづくりの推進 

 【建築局住環境整備課  TEL671-2932】

（予算 1,000万円 ⇒ 決算 1,000万円） 

◆「住民発意型の地区計画や建築協定」を推進するため、

「まちのルールづくり相談センター」と区役所が連携

して、まちのルールづくりに向けた市民の取組を積極

的に支援しました。 

その結果、地区計画が新たに７地区で決定され、２地

区で変更が行われました。建築協定は新規５地区、更

新５地区が認可されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市政問合せセンター（コールセンター）のモデル実施 【総務局 IT活用推進課 TEL671-2117】

（予算 2,900万円 ⇒ 決算 2,100万円） 

◆どこに聞いたらよいか分からない市政情報や生活情報について、ひとつの電話番号でご案内

することができる「市政問合せセンター（コールセンター）」のモデル事業を、港南区・旭

区・青葉区の区民を対象として16年3月15日から開始しました。 
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電子市役所の推進 【総務局 IT活用推進課 TEL671-2113】 

（予算 2億4,700万円 ⇒ 決算 2億600万円） 

◆15年３月に策定・公表した「電子市役所推進計画」に基づき、電子市役所の実現に向けた

取組を行いました。 

具体的には、インターネットを利用して、各種申請・届出ができる「電子申請・届出シス

テム」や入札に関わる一連の手続きの大部分を処理できる「電子入札システム」の開発に

着手するとともに、文書事務や財務会計事務の電子化に向けて基本計画を策定しました。

 

 

 

 

 

 

区民文化センターの整備 【文化芸術都市創造事業本部創造都市推進課 TEL671-2288】 

（予算 37億4,000万円 ⇒ 決算 22億9,300万円）＊次年度への繰越額14億4,800万円

◆市民の身近な文化活動拠点として、神奈川区（東神奈川、16 年７月開館）と磯子区（新杉

田、17年２月開館予定）において、建設工事をすすめました。 

 

 

 

 

 

 

北部市民ギャラリー(仮称)の建設 【文化芸術都市創造事業本部創造都市推進課 TEL671-2288】

（予算 １億9,000万円 ⇒ 決算 １億8,100万円） 

◆青葉区あざみ野において整備をすすめている北部市民ギャラリー（仮称）について、17年秋

の開館をめざして工事に着手しました。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

スムーズ交差点プランの推進 【道路局企画課 TEL671-3533】 

（予算 26億5,100万円 ⇒ 決算 23億9,200万円） 

◆郊外部の幹線道路等での交差点を要因とする渋滞を解消するため、右折レーン設置などの

交差点改良工事を11箇所ですすめました。１箇所（緑区さつきが丘交差点）が完成し、

これにより、朝夕の混雑が大幅に改善されるとともに、歩行者の安全性が向上しました。

都市基盤整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

みなとみらい線の開通 【都市計画局企画調査課 TEL671-2021】 

（予算 194億2,200万円 ⇒ 決算 189億7,100万円） 

 ◆横浜都心部の一体化や交通利便性の向上を図る路線として、横浜

から元町・中華街までを結ぶ「みなとみらい線」が16年2月1

日に開業しました。東急東横線との相互直通運転により、乗換な

しで元町・中華街駅～渋谷駅間 35 分（日中、特急利用）の運行

が実現しました。 
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横浜駅自由通路の整備 【都市計画局都心部整備課 TEL671-3541】 

（予算 74億700万円 ⇒ 決算 70億4,700万円）※次年度への繰越2億200万円 

 ◆横浜駅東西間及び周辺地区の連絡性・回遊性の強化、利用者の安全性・利便性の向上を目的

として、19 年度末の完成を目指して、「きた・みなみ通路」及び「南北連絡通路」の整備

をすすめています。各通路は、みなとみらい線の開業に合わせ、16年1月31日に暫定供

用を開始しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相模鉄道本線(星川駅～天王町駅)連続立体交差事業  

【道路局企画課計画調整担当  TEL671-2792】

（予算 29億9,300万円 ⇒ 決算 20億900万円）＊次年度への繰越9億8,400万円 

◆地域交通の円滑化、地域の一体化による生活環境の向上や踏切事故の解消をめざして、天

王町駅付近から横浜新道付近にかけての区間を高架化することにより、同区間の踏切９か

所のうち７か所の立体交差化（２か所を廃止）をすすめています。 

15 年度は、前年度に引き続き、用地取得を行うとともに、星川駅にある留置線を西横浜

駅に移転する工事や信号設備関連工事及び星川駅部鉄道構造物詳細設計等を行いました。

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高規格救急車の増強 

【消防局施設課 TEL334-6582  救急課 TEL334-6772】

（予算 3,000万円 ⇒ 決算 2,500万円） 

 ◆増加する救急需要に対応するため、南消防署大岡消防出張所

に高規格救急車を１台増強しました。 

この結果、市内の救急隊は60隊となり、大岡消防出張所周

辺地域への現場到着時間は、１分12秒の短縮が図られまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防通信指令システムの整備 【消防局指令課 TEL334-6722】 

（予算 10億1,500万円 ⇒ 決算 10億1,400万円） 

◆通報受信体制の強化、出場指令の迅速化等を図るため、13年度から３か年でシステム整備

工事を行い、15年８月１日から運用を開始しました。この整備により、新たに聴覚・視覚

障害者からのｅメール・Ｗｅｂ119通報システムを導入しました。 

また、通報件数の多い救急に関しては、119番の通報から出場指令までに要した時間を運

用開始前と運用後で比較すると17秒の短縮が図られました。 
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河川の改修 【下水道局河川計画課 TEL671-2818】 

（予算 115億8,200万円 ⇒ 決算 97億8,400万円）＊次年度への繰越17億9,800万円

◆今井川など市内 17 河川で護岸を 1,755m 整備し、整備率を前年度から１ポイント向上さ

せ82％とし、また、河川遊水地７箇所の整備をすすめました。 

その結果、鳥山川の河川改修が完了するとともに、鳥山川遊水地や今井川地下調節池の供

用を開始したことにより、治水安全度の一層の向上を図りました。 

さらに、雨水流出抑制として流域貯留浸透施設７箇所、雨水浸透ます202個を整備しまし

た。 

 

 

 

 

開かれた社会 

 

 

 

 

 

 

 

 

北部方面フォーラム(仮称)の整備 【市民局男女共同参画推進課 TEL671-2017】 

（予算 １億9,000万円 ⇒ 決算 １億8,100万円） 

◆男女が互いに人権を尊重し、その個性と能力を発揮できる社会を目指すため、あらゆる分野

での男女共同参画をすすめていく拠点施設として、北部方面フォーラム（仮称）の整備工事

に15年10月に着手しました。17年秋に開館の予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

母子生活支援施設の整備 【福祉局児童家庭課 TEL681-0954】 

（予算 8,800万円 ⇒ 決算 7,900万円） 

◆「グリーンヒル能見台（金沢区）」の整備をすすめ、15年9月に開所したほか、新たに「睦

母子生活支援施設（仮称）」の設計に着手しました。 
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